
瀬戸市訓令第６号  

本 庁  

公 所  

瀬戸市自動車等管理規程（昭和４０年瀬戸市訓令第２号）の全部を次の

ように改正する。  

令和４年３月２４日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市自動車等管理規程  

（目的） 

第１条 この規程は、法令その他別に定めるものを除くほか、本市の所有

に属する自動車及び原動機付自転車 (消防本部の所管するものを除く。

以下「自動車等」という。 )を常に安全かつ経済的に使用するため、自

動車等の管理について必要な事項を定めることを目的とする。  

（定義及び自動車等の区分）  

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。  

 ⑴ 運転者  運転免許証を所持する者で自動車等の運転に従事するもの

をいう。  

⑵ 運転日誌  道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号）第

９条の１０第８号の規定により備え付けることとされている日誌の

ことをいう。  

⑶ 課等 瀬戸市行政組織規則（平成１７年瀬戸市規則第３９号）に規

定する課及び公所、瀬戸市会計管理者の補助組織設置規則（昭和４

９年瀬戸市規則第１０号）に規定する会計課、瀬戸市消防本部組織

規則（平成１８年瀬戸市規則第３号）に規定する課、瀬戸市教育委



員会事務局組織規則（平成１７年瀬戸市教育委員会規則第６号）に

規定する課、瀬戸市立図書館条例（昭和４５年瀬戸市条例第１９

号）に規定する図書館、瀬戸市監査委員に関する条例（昭和３９年

瀬戸市条例第７号）に規定する事務局、瀬戸市公平委員会事務局運

営規程（平成１３年瀬戸市公平委員会告示第１号）に規定する事務

局、瀬戸市固定資産評価審査委員会規程（昭和６０年瀬戸市固定資

産評価審査委員会告示第１号）に規定する事務局並びに瀬戸市議会

事務局事務分掌規程（昭和２６年瀬戸市議会規程第１号）に規定す

る議事課をいう。  

２ 自動車等は、次のとおり区分する。  

⑴ 専用車 自動車等のうち市長車をいう。  

 ⑵  共用車  自動車等のうち行政管理部財政課に所属し、共用的に使

用する自動車等（市が運行について業務委託しているバスを除

く。）をいう。  

 ⑶ 業務用車 自動車等のうち課等に所属し、課等の業務に使用する自

動車等（市が運行について業務委託しているバスを除く。）で専用

車及び共用車以外のものをいう。  

 （安全運転管理者等）  

第３条 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７４条の３第１項に

規定する安全運転管理者及び同条第４項に規定する副安全運転管理者は、

道路交通法施行規則第９条の９で定める要件を備える職員のうちから置

くものとする。  

２ 安全運転管理者は、自動車等の安全な運転を確保するため、道路交通

法施行規則第９条の１０に規定する安全運転管理者の業務を行わなけれ

ばならない。  



３ 前項の安全運転管理者の業務の補助は、副安全運転管理者のほか、運

転者を管轄する各課等の長（以下「運転者の所属長」という。）が行う

ものとする。ただし、運転者の所属長が不在等となる場合は、当該運転

者が所属する課等の職員のうち、課長補佐（瀬戸市行政組織規則（平成

１７年瀬戸市規則第３９号）第４５条第１項に規定する「課長補佐」を

いう。）以上の職員（課長補佐以上の職員が配属されていない場合は、

当該課等の長が指定した職員）が当該運転者の所属長に代わり、安全運

転管理者の業務を補助することができる。  

 （車両管理者) 

第４条 自動車等の安全を確保するため、次のとおり車両管理者を置くも

のとする。 

 ⑴ 共用車の車両管理者は、財政課長とする。  

 ⑵ 専用車及び業務用車の車両管理者は、当該自動車等の所属する課等

の長とする。  

２ 車両管理者は、車検等の法令で定められた点検を受けていない自動車

を運行させてはならない。  

３ 車両管理者は、前項の点検のほか、購入より５年が経過した自動車に

ついて、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第５０条第１項

に規定する整備管理者（以下「整備管理者」という。）による点検（法

令で定められた点検を受ける場合を除く。）を６か月ごとに受けなけれ

ば、当該自動車を運行させてはならない。  

４ 車両管理者は、前２項の点検について、自動車整備工場で点検を受け

た場合は、当該点検の完了日を整備管理者に報告しなければならない。

また、当該点検が車検の場合は、車検後に発行された自動車検査証及び

自動車損害賠償責任保険証明書の写しを整備管理者に提出しなければな



らない。  

５ 車両管理者は、自動車等の車体等に異常を発見したときは、随時、整

備管理者に報告しなければならない。  

６ 車両管理者は、毎月、運転日誌をとりまとめ、運転の状況を検査しな

ければならない。  

 （整備管理者）  

第５条 整備管理者は、行政管理部財政課長の指定する者をもって充てる

ものとする。  

２ 整備管理者は、必要と認めるときは、随時自動車等の点検をすること

ができる。  

３ 整備管理者は、前項の点検の結果、不備箇所を発見したときは、軽度

のものについては自ら修理し、自ら修理することができないものについ

ては、車両管理者に指示し、自動車整備工場に修理を行わせることがで

きる。  

４ 整備管理者は、自動車等の点検結果等について、行政管理部財政課長

が指定する車両台帳に記録するとともに、自動車検査証及び自動車損害

賠償責任保険証明書の写しを適切に保管しなければならない。  

 （使用制限) 

第６条 自動車等は、市の行政上必要な業務以外に使用することができな

い。ただし、市長が必要と認めるときは、この限りでない。  

 （自動車等の配車) 

第７条 共用車の配車を受けようとする者は、事前に配車の予約をしなけ

ればならない。  

２ 業務用車の配車を受けようとする者は、事前に当該業務用車の所属す

る課等において配車の予約をしなければならない。この場合において、



配車の予約をするものが当該業務用車の所属する課等の職員以外の職員

であるときは、業務用車使用許可依頼書を当該業務用車の車両管理者に

提出し、その許可を得たうえで、予約をしなければならない。  

３ 第１項及び前項前段の規定にかかわらず、自動車等の車両管理者が緊

急やむを得ないと認めた場合は、予約をせず配車することができる。  

４ 専用車の配車については、別に定める。  

 （自動車等の使用承認）  

第８条 運転者は、自動車等を使用するときは、運転日誌により、運転者

の所属長の承認を受けなければならない。  

 （自動車等の使用後の報告）  

第９条 運転者は、自動車等を使用したときは、運転日誌により、運転者

の所属長に報告しなければならない。  

 （運転者の遵守事項 ) 

第１０条  運転者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。  

 ⑴ 法令を遵守し、交通事故の防止に万全を期すこと。  

⑵ 自動車等を運転する前に点検を行うこと。なお、点検の結果、不備

箇所を発見したときは、当該自動車等の運転を取り止め、直ちに整

備管理者に報告すること。  

⑶ 自動車等の運行中に交通事故を生じた場合は、直ちに被害者の救助、

所管警察への通報その他応急処置をするとともに、運転者の所属長

に報告すること。  

⑷ 自動車等の運行予定が予約時間を超過するときは、予約の変更の連

絡をすること。  

⑸ 適宜、洗車及び室内清掃を行うこと。  

⑹ 安全運転を行うための講習を受講する等、運転技術の向上に努める



こと。  

 （同乗職員の遵守事項）  

第１１条  自動車等に同乗する職員は、運転者の補佐的立場にあるものと

し、自動車等の運行中は、運転者と同様に安全運転に留意しなければな

らない。  

 （運転者の所属長の責務）  

第１２条  運転者の所属長は、運転者が第８条の承認を受けようとする場

合において、過労、病気その他の理由により正常な運転ができないと認

められるときは、自動車等を運転させてはならない。  

２ 運転者の所属長は、第９条の報告において、次の各号に掲げる報告を

受けたときは、それぞれ当該各号に掲げる報告等を行わなければならな

い。 

 ⑴ 運転者が交通事故を生じたとき 直ちに行政管理部財政課長に報告

し、事故の措置後、交通事故報告書を作成し、現場付近見取図及び

事故車両の写真を添付のうえ、行政管理部財政課長及び行政管理部

人事課長を経て、市長に報告しなければならない。ただし、市長が

別に定めるものについては、この限りでない。  

⑵ 運転者が交通違反により取締りを受けたとき  当該交通違反に係る

報告書を作成し、行政管理部財政課長及び行政管理部人事課長に報

告しなければならない。ただし、別に市長が定めるものについては、

この限りでない。  

⑶ 運転者が酒気帯びで運行したとき 酒気帯びで運行した旨を行政管

理部財政課長及び行政管理部人事課長に報告しなければならない。  

⑷ 自動車等に異常があったとき  自動車等に異常があった旨を車両管

理者又は整備管理者に報告しなければならない。  



 （緊急統制) 

第１３条  災害その他緊急の場合においては、行政管理部財政課長は全て

の自動車等の使用を統制することができる。  

 （諸書類の様式) 

第１４条  この規程に定める諸書類の様式は、市長が別に定める。  

附 則 

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。  

 

 


